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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。以下同じ。）は含まれておりません。 

２．第7期中間から第8期中間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの、

中間純損失を計上しているため記載しておりません。 

３. 第8期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号)及び「貸借対照  

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第8号)を適用しておりま

す。 

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成17年 
9月30日 

自 平成18年 
4月1日 

至 平成18年 
9月30日 

自 平成19年 
4月1日 

至 平成19年 
9月30日 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成18年 
3月31日 

自 平成18年 
4月1日 

至 平成19年 
3月31日 

売上高 （千円） 1,070,847 1,515,186 7,222,679 7,942,796 8,094,708 

経常利益又は経常損失(△） （千円） △282,768 △320,295 460,114 785,349 535,115 

中間（当期）純利益 

又は中間純損失(△） 
（千円） △243,012 △227,849 165,873 380,997 255,742 

純資産額 （千円） 6,698,843 7,149,992 7,710,703 7,360,642 7,655,283 

総資産額 （千円） 18,410,446 27,584,077 52,275,650 29,376,986 45,405,896 

１株当たり純資産額 （円） 68,904.68 71,664.89 77,010.53 75,379.35 76,359.49 

１株株当たり中間（当期）

純利益又は１株当たり中間

純損失(△） 

（円） △2,503.19 △2,332.54 1,689.22 3,913.33 2,614.74 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 
（円） － － 1,679.54 3,867.53 2,596.00 

自己資本比率 （％） 36.4 25.3 14.4 25.1 16.5 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △601,830 569,294 △4,609,415 2,464,047 153,911 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） 749,143 1,738,273 1,761,240 △9,683,191 △16,273,820 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） △1,091,870 △3,680,792 1,793,003 9,463,934 12,837,803 

現金及び現金同等物の中間

期末（期末）残高 
（千円） 2,519,946 4,350,051 1,391,434 5,718,584 2,446,510 

従業員数 （人） 
54 

  

60 

  

77 

  

57 

  

73 

  



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第７期中間から第８期中間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するもの

の、中間純損失を計上しているため記載しておりません。 

        ３. 第８期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号)及び「貸借対照

      表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用しておりま 

      す。 

  

回次 第７期中 第８期中 第９期中 第７期 第８期 

会計期間 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成17年 
9月30日 

自 平成18年 
4月1日 

至 平成18年 
9月30日 

自 平成19年 
4月1日 

至 平成19年 
9月30日 

自 平成17年 
4月1日 

至 平成18年 
3月31日 

自 平成18年 
4月1日 

至 平成19年 
3月31日 

売上高 
（千

円） 
684,768 1,044,498 6,421,550 6,787,361 6,910,518 

経常利益又は経常損失（△) 
（千

円） 
△48,706 △12,922 833,266 909,549 1,164,624 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失(△） 

（千

円） 
△32,157 △25,802 484,586 525,981 649,963 

資本金 
（千

円） 
3,274,497 3,294,205 3,314,467 3,288,797 3,313,367 

発行済株式総数 （株） 97,219 97,733 98,225 97,648 98,192 

純資産額 
（千

円） 
7,055,661 7,480,941 8,561,742 7,642,400 8,195,031 

総資産額 
（千

円） 
13,029,147 9,372,783 18,748,007 9,569,565 14,005,415 

１株当たり純資産額 （円） 72,574.93 76,544.68 87,164.60 78,264.80 83,459.26 

１株当たり中間（当期）純利

益又は１株当たり中間純損失

(△） 

（円） △331.24 △264.15 4,934.94 5,402.50 6,645.30 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益 
（円） － － 4,906.81 5,339.26 6,597.68 

１株当たり配当額 （円） － － － 1,500 1,500 

自己資本比率 （％） 54.2 79.8 45.5 79.8 58.5 

従業員数 （人） 
32 

  

31 

  

37 

  

29 

  

31 

  



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変

更はありません。  

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

  

(2）提出会社の状況 

  

(3）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業の
内容 

議決権の所有
割合又は被所

有割合 
（％） 

関係内容 

江差風力開発㈱ 東京都港区 10 
風力発電による

売電事業 
100.0  役員の兼任あり。 

  平成19年9月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

風力発電所開発事業 37  

 売電事業 40  

 合計 77  

  平成19年9月30日現在

従業員数（人） 37  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油や原材料価格の高騰や国際金融市場の動揺という不安材料を抱え

ながらも、企業部門を主体に引き続き緩やかな景気回復基調を保ってまいりました。 

   風力発電業界におきましては、平成19年3月末の日本国内における風力発電所の設備容量は単年度で40万ｋＷ増加 

  し約149万ｋＷとなり順調に普及してきております（出所：独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構)。 

  国内における風力発電は気象変動枠組条約第三回締約国会議で採択された「京都議定書」が平成17年2月に発効され 

  て以降、拡大が進んでおります。平成24年以降の温室効果ガス削減目標などを定める「ポスト京都議定書」の策定が

  急がれる中、当社グループとしてのビジネスチャンスは、従来以上に拡大するものと予想しております。 

   このような情勢の中で、平成19年9月末の日本国内における当社グループの風力発電所（14社）の設備容量(試運転 

  中を含む)は156,650ｋＷ（前年同期は90,150ｋＷ）となり、当該風力発電所がほぼ順調に稼動した結果、当中間連結

  会計期間における風力発電による売電収入は約915百万円（前年同期比47.5％の増加）となりました。 

   風力発電機等の販売については、風力発電機26基、タワー30基等を販売し、売上高は約6,307百万円（前年同期比 

  604.9％の増加）となりました。 

   以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高7,222百万円（前年同期比376.7％の増加）、営業利益654百万 

   円（前期は210百万円の営業損失）、経常利益460百万円（前期は320百万円の経常損失）、中間純利益は165百万円

     (前期は227百万円の中間純損失）となりました。 

     当中間連結会計期間における事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、セグメント間の内部 

     取引高を含んでおります。 

 ①風力発電所開発事業 

   風力発電所の開発も順調に進み風力発電機販売が前年同期比増加しました。この結果、売上高は6,421百万円(前年 

  同期比514.8%の増加)、営業利益は740百万円(前年同期は65百万円の営業損失)となりました。  

 ②売電事業 

   前年度においては八木風力発電所及び渥美風力発電所、今年度においては大山・中山風力発電所、琴浦風力発電 

  所、鴨川風力発電所、珠洲風力発電所が運転開始(含む試運転)となり、売電収入は増収となりました。この結果、売

  上高は915百万円(前年同期比47.5%の増加)、営業損失は40百万円(前期は88百万円の営業損失)となりました。 

  

  所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。  

 ① 日本  

 １）館山風力開発㈱、大山ウィンドファーム㈱、銚子風力開発㈱、銚子小浜風力開発㈱、銚子屏風ヶ浦風力開発㈱、肥

前風力発電㈱、三浦ウィンドパーク㈱、六ヶ所村風力開発㈱、㈱ＭＪウィンドパワー市原、渥美風力開発㈱、琴浦ウィン

ドファーム㈱、鴨川風力開発㈱ならびに珠洲風力開発㈱の計13社の風力発電による売電収入915百万円計上。  

 ２）風力発電機26基ならびにタワー30基の販売を計上。  

 以上より、売上高7,170百万円（前年同期比390.0％の増加）、営業利益681百万円（前年同期は199百万円の営業損失）

となりました。  

 ② 欧州  

 JWD Till-Moyland Windpark GmbH、JWD Rees Windpark GmbHならびにMITOS Windpark GmbHの合計３社の風力発電による

売電収入により、売上高52百万円（前年同期比1.0％の増加）、営業損失26百万円（前年同期は10百万円の営業損失）と

なりました。  

    当連結会計年度においても、当社グループは風力発電所の開発に経営資源を集中し投入いたします。その中で、鴨 

   川風力開発㈱(設備容量1,500ｋＷ)及び珠洲風力開発㈱（設備容量15,000ｋＷ)は当中間連結会計期間に風力発電所設 

   備が完成しております。肥前風力発電㈱（拡張)（設備容量18,000ｋＷ）、館山風力開発㈱(拡張)（設備容量2,000ｋ 

   Ｗ)、鴨川風力開発㈱(拡張)（設備容量3,000ｋＷ）、二又風力開発㈱（設備容量51,000ｋＷ）ならびに珠洲風力開発 

   ㈱(拡張)（設備容量15,000ｋＷ)が、当初計画通りに当年度末までに完成する予定であります。  

    また、既に稼動している風力発電所につきましても、当中間連結会計期間においては、ほぼ計画通りの売電収入を計

  上しております。   

    通期の連結業績予想については、平成19年9月26日に開示しました平成20年3月期の連結業績予想から変更はありませ

    ん。 

   なお、業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき当社において判断したものであります。予想には 

   様々な不確定要素が内在しており、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 

     

  

(2）キャッシュフロー 



   当中間連結会計期間における連結ベースでの現金同等物（以下「資金」という）は、売上債権の増加により、前中 

  間連結会計期間末に比べ2,959百万円減少し1,391百万円となりました。 

 (営業活動によるキヤッシュ・フロー) 

     営業活動の結果使用した資金は、4,609百万円(前年同期は569百万円の獲得)となりました。主な要因は、建設請 

  負業者宛に販売した風車の売掛金が大幅に増加したためであります。 

 (投資活動によるキヤッシュ・フロー) 

   投資活動の結果獲得した資金は、1,761百万円(前年同期比1.3%の増加)となりました。主な要因は、風力発電所の固

  定資産取得に対し、経済産業省から交付された国庫補助金の受入によるものであります。 

 (財務活動によるキヤッシュ・フロー) 

   財務活動の結果獲得した資金は、1,793百万円(前年同期は3,680百万円の使用)となりました。主な要因は、売掛金 

  の増加に伴う運転資金として短期の借入を行ったためであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

 前第4四半期において風力発電所(連結子会社)の稼動開始が相次ぎ、当社グループにおける売電事業の収支報告の

必要性が高まってきたために、前連結会計年度より事業の種類別セグメント情報を作成しております。 

(1）商品仕入実績 

 当中間連結会計期間の仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は仕入価格によっており、セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。  

 (注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

      ２．前中間連結会計期間及び当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対す

          る割合は次のとおりであります。 

  

      ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

品目 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

金額（千円）  前年同期比（％）  

風力発電所開発事業 5,295,007 662.7 

売電事業 823,140 － 

合計 6,118,147 － 

品目 
  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日）  

 金額（千円） 前年同期比（％）  

風力発電所開発事業 6,307,330 704.9 

売電事業 915,349 147.5 

合計 7,222,679 476.6 

相手先 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月１日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月１日 
至 平成19年9月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

㈱ユアテック － － 4,915,455 68.1 

前田建設工業㈱ 155,000 10.2 766,000 10.6 

光が丘興産㈱ 170,000 11.2 485,800 6.7 

東京電力㈱ 188,827 12.5 268,154 3.7 

東北電力㈱ 224,662 14.8 189,216 2.6 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な変更はあ

りません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した重要な契約はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

    当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 前連結会計年度末において計画中であった大山ウィンドファーム㈱(国内子会社)の風力発電設備の拡張について

は、平成19年4月に完了、琴浦ウィンドファーム㈱（国内子会社）の風力発電設備の拡張については、平成19年4月に

完了、鴨川風力開発㈱（国内子会社）の風力発電設備の拡張は平成19年4月に完了、また、珠洲風力開発㈱（国内子

会社）の風力発電設備は平成19年5月に完了しました。これに伴い、同風力発電所の発電能力は64.25%増加する見込

みであります。 

   当中間連結期間において、新たに確定した重要な設備の新設の計画は、次のとおりであります。 

会社名 
事業所名 

所在地 

事業の

種類別

セグメ

ントの

名称 

設備の内

容  

投資予定額 

資金調達
方法 

着手及び完了予

定年月 
完成後
の能力 

総額 
(千円) 

既支払額 
(千円) 

着手 完成 

二又風力開発㈱ 
青森県北上郡 

六ヶ所村 
売電事業 風力発電設備 22,495,738 7,706,360

自己資金、

借入金及び

増資資金 

平成18年

12月 

平成20年

3月 
51,000kW 

珠洲風力開発㈱ 

 （拡張） 
石川県珠洲市 売電事業 風力発電設備 7,320,000 2,423,360

自己資金及

び借入金 

平成18年 

9月 

平成21年 

3月 
30,000kW 

肥前風力発電㈱ 

（拡張） 
佐賀県唐津市 売電事業 風力発電設備 3,395,000 2,853,521

自己資金及

び借入金 

平成18年 

2月 

平成20年 

1月 
18,000kW 

平生風力開発㈱ 
山口県熊毛郡 

平生町 
売電事業 風力発電設備 2,388,000 723,228

自己資金及

び借入金 

平成19年 

2月 

平成21年 

3月 
9,000kW 

鴨川風力開発㈱ 

（拡張） 
千葉県鴨川市 売電事業 風力発電設備 820,006 ―

自己資金及

び借入金 

平成18年 

9月 

平成20年 

9月 
3,000kW 

館山風力開発㈱ 

（拡張） 
千葉県館山市 売電事業 風力発電設備 512,197 ―

自己資金及

び借入金 

平成19年 

8月 

平成20年 

3月 
2,000kW 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行されたものは

含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 234,000 

計 234,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 

（株） 
（平成19年9月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年12月21日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 98,225 110,815 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 98,225 110,815 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

①（平成14年７月22日臨時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、３株であります。 

２．上記の他、細目については臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する

「新株予約権付与契約書」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 
           180 

               （注）１ 

           180 

               （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － －  

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式       同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）             540             540 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 66,667           同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年7月26日から 

平成24年7月22日まで 
     同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  66,667 

資本組入額 33,334 
     同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者が取締役または

使用人の地位を失った場

合は原則として権利行使

不能（注）２ 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び担保権の

設定の禁止（注）２ 
     同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



②（平成15年６月23日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、３株であります。 

２．上記の他、細目については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株

予約権付与契約書」に定めております。 

③（平成16年6月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、１株であります。 

２．上記の他、細目については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株

予約権付与契約書」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 
197 

（注）１ 

197 

（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 591 591 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 277,436       同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年７月26日から 

平成24年７月25日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  277,436 

資本組入額 138,718 
     同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者が取締役または

使用人の地位を失った場

合は原則として権利行使

不能（注）２ 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び担保権の

設定の禁止（注）２ 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 
766 

                 （注）１ 

766 

                 （注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式  同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 766 766 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 195,391        同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年7月26日から  

平成26年6月27日まで 
 同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  195,391 

資本組入額  97,696 
 同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者が取締役または使用

人の地位を失った場合は原則

として権利行使不能（注）

２  

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び担保権の設定

の禁止（注）２  
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



会社法に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。 

①（平成19年6月25日定時株主総会決議） 

  

 （注）１．新株予約権１個につき目的となる株式の数は、１株であります。 

２．上記の他、細目については株主総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と対象者との間で締結する「新株

予約権付与契約書」に定めております。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年9月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 
1,500 

（注）１ 

1,500 

（注）１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,500 1,500 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 250,683       同左 

新株予約権の行使期間 
平成21年7月11日から 

平成29年6月24日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  250,683 

資本組入額 125,342 
     同左 

新株予約権の行使の条件 

被付与者が取締役または

使用人の地位を失った場

合は原則として権利行使

不能（注）２ 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び担保権の

設定の禁止（注）２ 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項はありません。 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） 新株予約権の行使による増加であります。 

（注） 平成19年11月30日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が12,590株、資本金及び

資本準備金がそれぞれ1,403百万円増加しております。 

(5）【大株主の状況】 

 （注）スパークス・アセット・マネジメント株式会社から平成19年7月20日付の変更報告書の写しの送付があり、 

   同日現在で9,009株を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として期末時点における実質所有株式数の 

   確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

    なお、スパークス・アセット・マネジメント株式会社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

   大量保有者    スパークス・アセット・マネジメント株式会社 

   住所       東京都品川区大崎一丁目11番２号ゲートシティ大崎 

   保有株券等の数  株式 9,009株 

   株券等保有割合  9.17% 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成19年4月1日～ 
平成19年9月30日  

（注）  
33 98,225 1,100 3,314,467 1,099 3,190,337 

  平成19年9月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

塚脇 正幸 東京都千代田区 16,500 16.80 

日本トラスティ・サービス信託

銀行株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海１丁目8－11 6,465 6.58 

鬼頭 萬太郎 東京都世田谷区 5,803 5.91 

ゴールドマン・サックス・イン

ターナショナル  (常任代理人

ゴールドマン・サックス証券東

京支店) 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,U.K 

(東京都港区六本木６丁目10-1六本木ヒ

ルズ森タワー) 

4,884 4.97 

日興シティ信託銀行株式会社

（投信口） 
東京都品川区東品川２丁目3-14 4,703 4.79 

東京中小企業投資育成株式会社 東京都渋谷区渋谷３丁目29－22 4,425 4.50 

株式会社酉島製作所 大阪府高槻市宮田町1-1-8 4,050 4.12 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都港区浜松町2丁目11-3 3,044 3.10 

ベアスターンズクリアリング 
ONE METROTECH CENTER NORTH BROOKLY

N NEW YORK 11201-3859 U.S.A 
2,987 3.04 

株式会社関電工 東京都港区芝浦４丁目8－33 1,800 1.83 

計 － 54,661 55.64 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。 

３【役員の状況】 

   前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成19年9月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他）  普通株式  98,225 98,225 － 

端株   普通株式   － － － 

発行済株式総数 98,225 － － 

総株主の議決権 － 98,225 － 

  平成19年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

－ －  －  － －  －  

計 － －  －  －   － 

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

最高（円） 330,000 318,000 279,000 251,000 244,000 232,000 

最低（円） 253,000 210,000 226,000 232,000 203,000 185,000 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日ま

で）及び中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間財務諸表につ

いて、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30

日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の中間財務諸表に

ついて、新日本監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金  ※１   4,350,051     1,623,824     2,446,510  

２．受取手形及び売掛
金 

    183,269     6,269,036     1,195,277  

３．たな卸資産     139,351     220,513     151,233  

４．繰延税金資産     114,500     31,914     62,226  

５．前渡金     －     604,519     860,209  

６．その他     127,323     252,071     515,836  

流動資産合計     4,914,496 17.8   9,001,879 17.2   5,231,292 11.5 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産                    

１．建物及び構築物 ※1、3 717,007     766,604     768,774    

減価償却累計額   41,685 675,321   65,921 700,682   54,128 714,646  

２．機械装置及び運
搬具 

※1、3 12,186,055     13,739,479     13,738,975    

減価償却累計額   1,467,592 10,718,463   2,319,636 11,419,843   1,928,661 11,810,314  

３．工具、器具及び
備品 

※1、3 58,048     63,448     60,960    

減価償却累計額   19,675 38,372   26,383 37,065   23,026 37,933  

４．土地  ※ 1   21,022     396,382     21,022  

５．建設仮勘定     10,292,039     29,140,348     26,170,582  

有形固定資産合計     21,745,219 78.8   41,694,323 79.8   38,754,499 85.4 

(2）無形固定資産     13,491 0.1   23,198 0.0   15,856 0.0 

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券  ※１   46,480     209,670     164,272  

２．長期貸付金   ※１   154,153     147,787     152,284  

３．繰延税金資産     290,240     630,370     536,304  

４．その他     419,996     568,421     551,386  

投資その他の資産
合計     910,870 3.3   1,556,248 3.0   1,404,249 3.1 

固定資産合計     22,669,581 82.2   43,273,770 82.8   40,174,604 88.5 

資産合計     27,584,077 100.0   52,275,650 100.0   45,405,896 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．支払手形及び買掛
金     201,876     776,616     966,942  

２．短期借入金     5,289,357     14,327,085     11,108,966  

３．１年以内返済予定
長期借入金 

※１   5,244,466     10,798,239     5,514,991  

４．未払法人税等     21,184     394,922     351,229  

５．仮受金 ※２   2,092,737     6,769,851     1,697,266  

６．その他     205,956     164,627     236,969  

流動負債合計     13,055,577 47.3   33,231,342 63.6   19,876,366 43.8 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金 ※１   7,378,507     11,273,091     17,808,407  

２．その他     －     60,511     65,839  

固定負債合計     7,378,507 26.8   11,333,603 21.7   17,874,246 39.3 

負債合計     20,434,085 74.1   44,564,946 85.3   37,750,613 83.1 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     3,294,205 11.9   3,314,467 6.3   3,313,367 7.3 

 ２．資本剰余金     3,170,075 11.5   3,190,337 6.1   3,189,237 7.0 

 ３．利益剰余金     497,368 1.8   999,545 1.9   980,960 2.2 

株主資本合計     6,961,649 25.2   7,504,350 14.3   7,483,565 16.5 

Ⅱ 評価・換算差額等                    

 １．繰延ヘッジ損益     － －   △30,419 △0.0   △39,503 △0.1 

 ２．為替換算調整勘定     42,375 0.2   69,102 0.1   53,829 0.1 

評価・換算差額等合
計     42,375 0.2   38,682 0.1   14,325 0.0 

Ⅲ 新株予約権     － －   21,325 0.0   － － 

Ⅳ 少数株主持分     145,968 0.5   146,344 0.3   157,392 0.4 

純資産合計     7,149,992 25.9   7,710,703 14.7   7,655,283 16.9 

負債純資産合計     27,584,077 100.0   52,275,650 100.0   45,405,896 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※２   1,515,186 100.0   7,222,679 100.0   8,094,708 100.0 

Ⅱ 売上原価     798,726 52.7   6,003,384 83.1   5,213,491 64.4 

売上総利益     716,459 47.3   1,219,295 16.9   2,881,216 35.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   926,978 61.2   564,392 7.8   2,107,136 26.0 

営業利益又は営業
損失（△）     △210,518 △13.9   654,902 9.1   774,079 9.6 

Ⅳ 営業外収益                    

１．受取利息   4,573     7,628     11,528    

２．為替差益   856     1,324     －    

３．助成金収入   －     －     30,325    

４．消費税差益   －     －     7,794    

５．保険金収入   －     45,752     －    

６．補償金収入   －     8,495     －     

７．雑収入   3,701 9,131 0.6 4,670 67,870 0.9 11,554 61,203 0.7 

Ⅴ 営業外費用                    

１．支払利息   107,631     251,997     272,849    

２．持分法による投資
損失   237     －     519    

３．新株発行費   192     －     －    

４．株式交付費   －     －     192    

５．IR関連費用   10,092     8,665     14,731    

６．為替差損   －     －     11,116    

７．雑損失   754 118,908 7.8 1,996 262,659 3.6 757 300,167 3.7 

経常利益又は経常
損失（△）     △320,295 △21.1   460,114 6.4   535,115 6.6 

Ⅵ 特別利益                    

１．国庫補助金収入   1,006   248 1,006   

２．投資有価証券清算
益 

  － 1,006 0.1 276 525 0.0 － 1,006 0.0

Ⅶ 特別損失                    

１．固定資産除却損   －     970     1,444     

２．投資有価証券評価
損   14,950     －     14,950     

３．プロジェクト整理
損失   － 14,950 1.0 7,290 8,260 0.1 12,781 29,175 0.3 

税金等調整前中間
(当期)純利益又は
中間純損失（△） 

    △334,238 △22.0   452,379 6.3   506,947 6.3 

法人税、住民税及
び事業税   5,278     372,411     523,695    

法人税等調整額   △97,113 △91,834 △6.1 △69,975 302,436 4.2 △264,568 259,126 3.2 

少数株主損失     14,553 0.9   15,930 0.2   7,921 0.1 

中間(当期)純利益
又は中間純損失
（△） 

    △227,849 △15.0   165,873 2.3   255,742 3.2 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日）                

 

株主資本 
評価・換 
算差額等 

少数株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

為替換算 
調整勘定 

平成18年3月31日
残高  (千円) 

3,288,797 3,164,667 871,690 7,325,155 35,487 156,109 7,516,752 

中間連結会計期間
中の変動額 

              

新株の発行 5,407 5,407   10,815     10,815 

剰余金の配当     △146,472 △146,472     △146,472 

中間純損失     △227,849 △227,849     △227,849 

株主資本以外の
項目の中間連結
会計期間中の変
動額（純額） 

        6,888 △10,141 △3,253 

中間連結会計期間
中の変動額合計
(千円) 

5,407 5,407 △374,321 △363,506 6,888 △10,141 △366,759 

平成18年9月30日
残高  (千円) 

3,294,205 3,170,075 497,368 6,961,649 42,375 145,968 7,149,992 



当中間連結会計期間（自平成19年4月1日 至平成19年9月30日）                

 

株主資本 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

平成19年3月31日残高 
(千円) 

3,313,367 3,189,237 980,960 7,483,565 

中間連結会計期間中
の変動額 

  

新株の発行 1,100 1,099 2,200 

剰余金の配当    △147,288 △147,288 

中間純利益    165,873 165,873 

株主資本以外の項目
の中間連結会計期間
中の変動額（純額） 

     

中間連結会計期間中
の変動額合計(千円) 

1,100 1,099 18,585 20,785 

平成19年9月30日残高 
(千円) 

3,314,467 3,190,337 999,545 7,504,350 

 

評価・換算差額  

新株予約権 
少数株主 
持分 

純資産 
合計 繰延ヘッジ  

   損益 

為替換算 

  調整勘定 

評価・換算 

 差額合計 

平成19年3月31日残高 
（千円） 

△39,503 53,829 14,325 － 157,392 7,655,283 

中間連結会計期間中の
変動額 

     

新株の発行     2,200 

剰余金の配当     △147,288 

中間純利益     165,873 

株主資本以外の項目
の中間連結会計期間
中の変動額（純額） 

9,083 15,273 24,357 21,325 △11,048 34,634 

中間連結会計期間中の
変動額合計（千円） 

9,083 15,273 24,357 21,325 △11,048 55,419 

平成19年9月30日残高 
（千円） 

△30,419 69,102 38,682 21,325 146,344 7,710,703 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日）               

 

株主資本 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

株主資本 
合計 

平成18年3月31日残高 
(千円) 

3,288,797 3,164,667 871,690 7,325,155 

連結会計年度中の変
動額 

  

新株の発行 24,569 24,569 49,139 

剰余金の配当    △146,472 △146,472 

当期純利益    255,742 255,742 

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） 

     

連結会計年度中の変
動額合計(千円) 

24,569 24,569 109,270 158,409 

平成19年3月31日残高 
(千円) 

3,313,367 3,189,237 980,960 7,483,565 

 

評価・換算差額  
少数株主  
持分  

純資産 
合計  繰延ヘッジ 

  損益 

 為替換算 

 調整勘定 

 評価・換算 

 差額等合計 

平成18年3月31日残高 
（千円） 

－ 35,487 35,487 156,109 7,516,752 

連結会計年度中の変動
額 

   

新株の発行     49,139 

剰余金の配当     △146,472 

当期純利益     255,742 

株主資本以外の項目
の連結会計年度中の
変動額（純額） 

△39,503 18,342 △21,161 1,283 △19,878 

連結会計年度中の変動
額合計（千円） 

△39,503 18,342 △21,161 1,283 138,531 

平成19年3月31日残高 
（千円） 

△39,503 53,829 14,325 157,392 7,655,283 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

税金等調整前中間純
利益又は純損失
（△）及び税金等調
整前当期純利益 

  △334,238 452,379 506,947 

減価償却費   365,735 402,561 812,592 

受取利息及び受取配
当金 

  △4,573 △7,628 △11,528 

支払利息   107,631 251,997 272,849 

為替差損又は為替差
益（△） 

  △548 △1,161 △1,389 

持分法による投資損
失 

  237 － 519 

固定資産除却損   － 970 1,444 

投資有価証券評価損   14,950 － 14,950 

投資有価証券清算益   － △276 － 

株式報酬費用   － 21,325 － 

売上債権の増減額 
（△は増加） 

  94,343 △5,073,086 △916,752 

たな卸資産の増加額   △6,638 △69,280 △18,519 

前渡金の増減額 
（△は増加） 

  22,565 255,690 △837,643 

未収消費税の減少額    447,560 － － 

その他流動資産の増
減額（△は増加） 

  77,576 104,077 123,580 

仕入債務の増減額 
（△は減少） 

  198,886 △190,345 963,801 

未払金の増減額 
（△は減少） 

  26,863 △55,587 40,175 

その他流動負債の増
減額（△は減少） 

  △72,889 △65,462 △8,144 

小計   937,459 △3,973,828 942,881 

利息及び配当金の受
取額 

  6,789 10,456 10,912 

利息の支払額   △116,843 △330,462 △336,133 

法人税等の支払額   △258,111 △315,581 △463,748 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  569,294 △4,609,415 153,911 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日）

前連結会計年度の要約
連結キャッシュ・フロ
ー計算書 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

定期預金の預入によ
る支出 

  － △232,390 － 

有形固定資産の取得
による支出 

  △531,525 △3,049,042 △18,271,366 

無形固定資産の取得
による支出 

  △2,730 △10,979 △7,730 

投資有価証券の取得
による支出 

  － △50,874 △118,073 

投資有価証券の売却
による収入 

  － 7,025 － 

貸付金の回収による
収入 

  － 4,497 1,868 

国庫補助金による収
入 

  2,302,523 5,131,253 2,302,523 

投資その他の資産の
増加額 

  △29,995 △38,249 △181,043 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  1,738,273 1,761,240 △16,273,820 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

       

短期借入金の純増減
額（△は減少） 

  △4,484,016 3,218,119 1,335,592 

長期借入れによる収
入 

  1,410,978 361,028 12,491,042 

長期借入金の返済に
よる支出 

  △473,484 △1,641,809 △892,358 

株式の発行による収
入 

  10,623 2,200 48,946 

配当金の支払額   △144,893 △146,534 △145,420 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △3,680,792 1,793,003 12,837,803 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  4,691 94 10,031 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増減額（△は減少） 

  △1,368,532 △1,055,076 △3,272,073 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  5,718,584 2,446,510 5,718,584 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  4,350,051 1,391,434 2,446,510 

         



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

1.連結の範囲に関する事項 連結子会社の数 21社 連結子会社の数 23社 連結子会社の数 22社 

  連結子会社名 連結子会社名 連結子会社名 

  銚子屏風ヶ浦風力開発㈱ 銚子屏風ヶ浦風力開発㈱ 銚子屏風ヶ浦風力開発㈱ 

  銚子小浜風力開発㈱ 銚子小浜風力開発㈱ 銚子小浜風力開発㈱ 

  銚子風力開発㈱ 銚子風力開発㈱ 銚子風力開発㈱ 

  六ヶ所村風力開発㈱ 六ヶ所村風力開発㈱ 六ヶ所村風力開発㈱ 

  イオスサービス㈱ イオスサービス㈱ イオスサービス㈱ 

  渥美風力開発㈱ 渥美風力開発㈱ 渥美風力開発㈱ 

  EOS Energy Limited. EOS Energy Limited. EOS Energy Limited 

  JWD Rees Windpark GmbH 

JWD Till-Moyland  

Windpark GmbH 

MITOS Windpark GmbH 

肥前風力発電㈱ 

㈱ＭＪウィンドパワー市原 

二又風力開発㈱ 

館山風力開発㈱ 

三浦ウィンドパーク㈱ 

大山ウィンドファーム㈱ 

鴨川風力開発㈱ 

木更津風力開発㈱ 

琴浦ウィンドファーム㈱ 

珠洲風力開発㈱ 

平生風力開発㈱ 

JWD Rees Windpark GmbH 

JWD Till-Moyland  

Windpark GmbH 

MITOS Windpark GmbH 

肥前風力発電㈱ 

㈱ＭＪウィンドパワー市原 

二又風力開発㈱ 

館山風力開発㈱ 

三浦ウィンドパーク㈱ 

大山ウィンドファーム㈱ 

鴨川風力開発㈱ 

木更津風力開発㈱ 

琴浦ウィンドファーム㈱ 

珠洲風力開発㈱ 

平生風力開発㈱ 

 由良風力開発㈱ 

 江差風力開発㈱ 

JWD Rees Windpark GmbH 

JWD Till-Moyland  

Windpark GmbH 

MITOS Windpark GmbH 

肥前風力発電㈱ 

㈱ＭＪウィンドパワー市原 

二又風力開発㈱ 

館山風力開発㈱ 

三浦ウィンドパーク㈱ 

大山ウィンドファーム㈱ 

鴨川風力開発㈱ 

木更津風力開発㈱ 

琴浦ウィンドファーム㈱ 

珠洲風力開発㈱ 

平生風力開発㈱ 

由良風力開発㈱ 

  上記のうち、平生風力開発㈱

は、当中間連結会計期間において

新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。 

上記のうち、 江差風力開発㈱

は、当中間連結会計期間において

新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。 

上記のうち、平生風力開発㈱、

由良風力開発㈱は、当連結会計年

度において新たに設立したため、

連結の範囲に含めております。 

2.持分法の適用に関する事項 (1）持分法を適用した関連会社数 

１社 

(1）持分法を適用した関連会社数 

該当なし 

(1）持分法を適用した関連会社数 

１社 

  会社名 前連結会計年度において持分法適

用会社でありました西日本風力開

発㈱は清算したため、持分法適用

範囲から除外しております。 

会社名 

  西日本風力開発㈱ 西日本風力開発㈱ 

  

  (2）持分法を適用していない関連

会社数 １社 

(2）持分法を適用していない関連

会社数 １社 

(2）持分法を適用していない関連

会社数 １社 

  会社名 会社名 会社名 

  ㈱アイピーピー ㈱アイピーピー ㈱アイピーピー 

  （持分法適用の範囲から除いた理

由） 

（持分法適用の範囲から除いた理

由） 

（持分法適用の範囲から除いた理

由） 

   ㈱アイピーピーは、中間連

結純損益及び利益剰余金等に

与える影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がな

いため、持分法の適用の範囲

から除外しております。 

同 左  ㈱アイピーピーは、連結純

損益及び利益剰余金等に与え

る影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないた

め、持分法の適用の範囲から

除外しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

3.連結子会社の中間決算日
（決算日）等に関する事項 

すべての連結子会社の中間期の
末日は、中間連結決算日と一致し
ております。 

同 左 すべての連結子会社の決算日
は、連結決算日と一致しておりま
す。 

4.会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評
価方法 

  ① 有価証券の評価基準及び評
価方法 

① 有価証券の評価基準及び評
価方法 

① 有価証券の評価基準及び評
価方法 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  ② たな卸資産の評価基準及び
評価方法 

② たな卸資産の評価基準及び
評価方法 

② たな卸資産の評価基準及び
評価方法 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原
価法 

同 左 同 左 

  商品 商品 商品 

  移動平均法による原価法 同 左 同 左 

  未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

  個別法による原価法 同 左 同 左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償
却の方法 

  ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、取得価額10万円以上

20万円未満の少額減価償却資

産については、3年間均等償却

によっております。 

 なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。 

建物及び構築物 10～15年

機械装置及び運

搬具 
4～22年

 平成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産は、旧定額法によ

っております。 

 平成19年4月1日以後に取得した

有形固定資産については定額法に

よっております。 

 ただし、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産につ

いては、3年間均等償却によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物及び構築物 10～15年

機械装置及び運

搬具 
4～22年

定額法によっております。 

なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産

については、3年間均等償却に

よっております。 

なお、主な耐用年数は次のと
おりであります 

建物及び構築物 10～15年

機械装置及び運

搬具 
4～22年

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法によっております。 

 ただし、ソフトウェア（自

社利用分）については、社内

における利用可能期間（5年）

に基づく定額法 

同 左 

  

同 左 

  

  ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 ③ 長期前払費用 

   均等償却によっております。 同 左 同 左 

  (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

  貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、当社及び

連結子会社は、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

同 左 同 左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

  (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 (4）重要なリース取引の処理方法 

   当社及び連結子会社は、リー

ス物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によってお

ります。 

同 左 同 左 

  (5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 (5）重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

為替予約  

  為替変動リスクのヘッジに

ついては振当処理を採用して

おります。 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。 

為替予約  

  為替変動リスクのヘッジに

ついては振当処理を採用して

おります。 

金利スワップ 

  特例処理の要件を満たす金

利スワップについては特例処

理を採用しております。 

同 左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ａ．ヘッジ手段 

     為替予約 

   ヘッジ対象 

    外貨建ての輸入予定取

引  

ａ．ヘッジ手段 

    為替予約 

   ヘッジ対象 

    外貨建ての輸入予定取引  

ｂ．ヘッジ手段 

    金利スワップ 

  ヘッジ対象 

    借入金   

同 左  

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  為替予約 

 外貨建ての輸入予定取引の為

替変動リスクをヘッジするた

めに、為替予約を利用するこ

ととし、ヘッジ手段である為

替予約は、ヘッジ対象である

外貨建ての輸入予定取引の範

囲内で行なうこととしており

ます。 

為替予約 

  外貨建ての輸入予定取引の

為替変動リスクをヘッジする

ために、為替予約を利用する

こととし、ヘッジ手段である

為替予約は、ヘッジ対象であ

る外貨建ての輸入予定取引の

範囲内で行なうこととしてお

ります。 

金利スワップ 

  金利変動リスクをヘッジす

るために、金利スワップを利

用することとし、ヘッジ手段

である金利スワップは、ヘッ

ジ対象である借入金の範囲内

で行なうこととしておりま

す。  

同 左 

  

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  為替予約 

  ヘッジ手段がヘッジ対象で

ある予定取引の重要な条件と

ほぼ同一であり、ヘッジ開始

時、及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するもの

であると想定できるため、ヘ

ッジの有効性の判定を省略し

ております。 

為替予約 

  ヘッジ手段がヘッジ対象で

ある予定取引の重要な条件と

ほぼ同一であり、ヘッジ開始

時、及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するもの

であると想定できるため、ヘ

ッジの有効性の判定を省略し

ております。 

金利スワップ 

  特例処理によっている金利

スワップについては、有効性

の評価を省略しております。 

同左 

       
  (6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

(6）その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

  イ．消費税等の会計処理 イ．消費税等の会計処理 イ．消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式によって

おります。 

同 左 同 左 

  ロ．支払利息の原価算入 

 風力発電事業固定資産の建設

のために充当した資金のうち、

その開発資金を借入金により調

達している長期プロジェクトに

おいては、開発の完了までの支

払利息を取得原価に算入してお

ります。 

 当中間連結会計期間において

取得原価に算入した支払利息

は、67,406千円であります。 

ロ．支払利息の原価算入 

 風力発電事業固定資産の建設

のために充当した資金のうち、

その開発資金を借入金により調

達している長期プロジェクトに

おいては、開発の完了までの支

払利息を取得原価に算入してお

ります。 

 当中間連結会計期間において

取得原価に算入した支払利息

は、197,621千円であります。 

ロ．支払利息の原価算入 

 風力発電事業固定資産の建設

のために充当した資金のうち、

その開発資金を借入金により調

達している長期プロジェクトに

おいては、開発の完了までの支

払利息を取得原価に算入してお

ります。 

 当連結会計年度において取得

原価に算入した支払利息は、

121,014千円であります。  

5.中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。 

    同 左     同 左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

 会計基準) 

  当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」（企

業会計基準第５号 平成17年12月9日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月9日）を適用してお

ります。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

7,004,024千円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

 ―――― 

  

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準) 

  当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業会

計基準第５号 平成17年12月9日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第

８号 平成17年12月9日）を適用しておりま

す。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は

7,537,394千円であります。 

 なお、連結財務諸表規則の改正により、当

連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、改正後の連結財務諸表規

則により作成しております。 

―――― (有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当中間連結会計期間より、法人税法の改正

に伴い、平成19年4月1日以降に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法の規

定に基づく減価償却の方法に変更しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。 

―――― 

―――― (ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「ストック・オ

プション等に関する会計基準」（企業会計基

準第8号 平成17年12月27日）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第11号 平成18

年5月31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。 

―――― 



表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

  

 営業活動によるキャッシュ・フローの「未

収消費税の減少額」は前中間連結会計期間は

「その他流動資産の増減額」に含めて表示し

ておりましたが、金額的重要性が増したため

区分掲記しております。 

 なお、前中間連結会計期間の「その他流動

資産の増減額」に含まれている「未収消費税

の減少額」の金額は、129,485千円でありま

す。 

   ―――― 

  

    



追加情報 

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

              ――――  当中間連結会計期間において風力発電所

（連結子会社）の稼動開始が相次ぎ、当社

グループにおける売電事業の収支報告の必

要性が高まってきたために、当中間連結会

計期間より風力発電所開発事業、売電事

業、その他の事業の種類別セグメント区分

を行っております。  

 なお、前中間連結会計期間における各事

業の業績は（セグメント情報）事業の種類

別セグメント情報にて記載しております。 

 当連結会計年度において風力発電所（連

結子会社）の稼動開始が相次ぎ、当社グル

ープにおける売電事業の収支報告の必要性

が高まってきたために、当連結会計年度よ

り風力発電所開発事業、売電事業、その他

の事業の種類別セグメント区分を行ってお

ります。  

  なお、前連結会計年度における各事業の

業績は（セグメント情報）事業の種類別セ

グメント情報にて記載しております。 

              ―――― 1 当中間連結会計期間より法人税法の改正

に伴い、平成19年3月31日以前に取得した有

形固定資産のうち、償却可能限度額まで償

却が終了しているもについては、残存簿価

と備忘価額との差額を5年間にわたり均等償

却し、減価償却費に含めて計上しておりま

す。 

 これによる損益に与える影響は軽微であ

ります。  

  

2 連結子会社（風力発電事業会社）におけ

る売電事業に係る減価償却費、業務委託費

等の諸費用につきましては、従来、販売費

及び一般管理費として処理しておりました

が、前連結会計年度に風力発電所の稼動開

始が相次ぎ、売電事業から得られる収入の

増加が見込まれ、また、当該収入が主たる

営業活動の成果であることから、実態をよ

り適切に表示するため、当中間連結会計期

間において、これに対応する諸費用を売上

原価として表示することといたしました。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、売上総利益は823,140千円減少して

おります。 

    

     

              ―――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（平成19年3月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとお

りであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとお

りであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

 担保に供している資産は、次のとお

りであります。 

現金及び預金 415,327千円 

建物及び構築物 4,552千円 

機械装置及び運搬具 1,342,466千円 

工具、器具及び備品 276千円 

土地 7,820千円 

計  1,770,443千円 

現金及び預金 689,774千円 

建物及び構築物 4,136千円 

機械装置及び運搬具 1,095,671千円 

工具、器具及び備品 230千円 

土地 7,820千円 

計  1,797,632千円 

現金及び預金 663,070千円 

建物及び構築物 4,344千円 

機械装置及び運搬具 1,108,334千円 

工具、器具及び備品 253千円 

土地 7,820千円 

計 1,783,823千円 

 担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

１年以内返済予定長

期借入金 

577,322千円 

長期借入金 7,378,507千円 

 担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

１年以内返済予定

長期借入金 

851,841千円 

長期借入金 10,547,845千円 

 担保付債務は、次のとおりでありま

す。 

１年以内返済予定

長期借入金 

3,115,474千円 

長期借入金 10,999,128千円 

 なお、上記の他連結会社以外の会社

の借入金に対して下記の資産を担保に

供しております。 

投資有価証券 19,900千円 

長期貸付金 113,438千円 

 なお、上記の他連結会社以外の会社

の借入金に対して下記の資産を担保に

供しております。 

投資有価証券 19,900千円 

長期貸付金 108,941千円 

 なお、上記の他連結会社以外の会社

の借入金に対して下記の資産を担保に

供しております。 

投資有価証券 19,900千円 

長期貸付金 113,438千円 

※２ 仮受金の内訳 

国庫補助金の受入 2,060,187千円 

その他の仮受金 32,550千円 

※２ 仮受金の内訳 

国庫補助金の受入 6,769,851千円 

※２      ――――― 

※３ 当中間連結会計期間において、国庫補

助金の受入により、建物及び構築物に

ついて19,894千円、機械装置及び運搬

具について222,442千円の圧縮記帳を行

いました。 

      尚、当中間連結会計期間末における圧

縮記帳累計額は、建物及び構築物

213,132千円、機械装置及び運搬具

3,159,887千円、工具、器具及び備品

6,494千円であります。 

※３ 当中間連結会計期間において、国庫補

助金の受入により、建物及び構築物に

ついて1,901千円、機械装置及び運搬具

について56,767千円の圧縮記帳を行い

ました。 

      尚、当中間連結会計期間末における圧

縮記帳累計額は、建物及び構築物

226,795千円、機械装置及び運搬具

3,386,373千円、工具、器具及び備品

6,494千円であります。 

※３ 当期において、国庫補助金の受入によ

り、建物及び構築物について 31,655千

円、機械装置及び運搬具について

392,159千円の圧縮記帳を行いました。

なお、当連結会計年度末における圧縮

記帳累計額は、建物及び構築物224,893

千円、機械装置及び運搬具3,329,605千

円、工具、器具及び備品6,494千円であ

ります。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及び金額は次のとおりでありま

す。 

役員報酬 41,355千円 

従業員給与 119,483千円 

業務委託費 60,066千円 

減価償却費 365,735千円 

役員報酬 33,049千円 

従業員給与 112,828千円 

業務委託費 47,811千円 

租税公課 168,842千円 

役員報酬 73,968千円 

従業員給与 278,618千円 

業務委託費 135,441千円 

減価償却費 812,592千円 

租税公課 313,135千円 

※２ 当社グループの売上高は、通常の営業

形態として、下半期に風力発電機の販

売が集中するため、連結会計年度の上

半期と下半期の売上高との間に著しい

相違があり、上半期と下半期の業績に

季節的変動があります。 

※２          ――――― ※２     ――――― 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

  前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日  至 平成18年9月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加85株は、新株予約権の行使によるものであります。 

  ２．新株予約権に関する事項 

（注）1.第１回新株予約権の当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

   2.第２回新株予約権の当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の失効によるものであります。 

   3.第３回新株予約権の当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の行使及び失効によるものであります。 

    4.上表の新株予約権は、すべてストック・オプションとして付与したものであります。  

  

  ３．配当に関する事項 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式        

 普通株式 97,648 85 － 97,733 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結会

計期間末残高

（千円） 

前連結会計年

度末 

当中間連結会

計期間増加 

当中間連結会

計期間減少 

当中間連結会

計期間末 

 提出会社 

 平成14年7月 

 第１回新株予約権 

（注）1 

 普通株式 1,017 － 45 972 － 

 平成15年6月 

 第２回新株予約権 

（注）2 

 普通株式 681 － 42 639 － 

 平成16年6月 

 第３回新株予約権 

（注）3 

 普通株式 871 － 45 826 － 

 合計 － 2,569 － 132 2,437 － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

 （千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年6月26日 

 定時株主総会 
 普通株式 146,472 1,500 平成18年3月31日 平成18年6月27日 



  当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日  至 平成19年9月30日） 

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加33株は、新株予約権の行使によるものであります。 

  ２．新株予約権に関する事項 

（注）1.第１回新株予約権の当中間連結会計期間の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

    2.上表の新株予約権は、すべてストック・オプションとして付与したものであります。  

  

  ３．配当に関する事項 

  
前連結会計年度末株

式数（株） 

当中間連結会計期間

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間

末株式数（株） 

 発行済株式        

 普通株式 98,192 33 － 98,225 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結会

計期間末残高

（千円） 

前連結会計年

度末 

当中間連結会

計期間増加 

当中間連結会計

期間減少 

当中間連結会

計期間末 

 提出会社 

 平成14年7月 

 第１回新株予約権 

（注）1 

 普通株式 573 － 33 540 － 

 平成15年6月 

 第２回新株予約権 
 普通株式 591 － － 591 － 

 平成16年6月 

 第３回新株予約権 
 普通株式 766 － － 766 － 

 平成19年7月 

 第４回新株予約権 
－ － － － － 21,325 

 合計 － 1,930 － 33 1,897 21,325 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

 （千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成19年6月25日 

 定時株主総会 
 普通株式 147,288 1,500 平成19年3月31日 平成19年6月26日 



  前連結会計年度（自 平成18年4月1日  至 平成19年3月31日） 

  １．発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加544株は、新株予約権の行使によるものであります。 

  ２．新株予約権に関する事項 

（注）1.第１回新株予約権の連結会計年度の減少は、新株予約権の行使によるものであります。 

   2.第２回新株予約権の連結会計年度の減少は、新株予約権の失効によるものであります。 

   3.第３回新株予約権の連結会計年度の減少は、新株予約権の行使及び失効によるものであります。 

    4.上表の新株予約権は、すべてストック・オプションとして付与したものであります。  

  

  ３．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末 

株式数（株） 

 発行済株式        

 普通株式 97,648 544 － 98,192 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の

目的となる株

式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計 

年度末残高 

（千円） 

前連結会計年

度末 

当連結会計 

年度増加 

当連結会計 

年度減少 

当連結会計年

度末 

 提出会社 

 平成14年7月 

 第１回新株予約権 

（注）1 

 普通株式 1,017 － 444 573 － 

 平成15年6月 

 第２回新株予約権 

（注）2 

 普通株式 681 － 90 591 － 

 平成16年6月 

 第３回新株予約権 

（注）3 

 普通株式 871 － 105 766 － 

 合計 － 2,569 － 639 1,930 － 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

 （千円） 

1株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

 平成18年6月26日 

 定時株主総会 
 普通株式 146,472 1,500 平成18年3月31日 平成18年6月27日 

（決議） 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 147,288 利益剰余金 1,500 平成19年３月31日 平成19年６月26日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年9月30日現在） （平成19年9月30日現在） （平成19年3月31日現在） 

現金及び預金勘定 4,350,051千円 

現金及び現金同等物 4,350,051千円 

現金及び預金勘定 1,623,824千円 

預金期間が３ヶ月を超え

る定期預金  

△232,390千円 

現金及び現金同等物 1,391,434千円 

現金及び預金勘定 2,446,510千円 

現金及び現金同等物 2,446,510千円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

機械装置
及び運搬
具 

21,488 6,754 14,733 

工具、器
具及び備
品 

35,660 29,496 6,163 

合計 57,148 36,250 20,897 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

機械装置
及び運搬
具 

21,488 10,574 10,913 

工具、器
具及び備
品 

13,117 9,123 3,994 

合計 34,605 19,698 14,907 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

機械装置
及び運搬
具 

21,488 9,027 12,461 

工具、器
具及び備
品 

29,890 23,791 6,099 

合計 51,378 32,818 18,560 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 9,689千円 

１年超 19,386千円 

合計 29,075千円 

１年内 6,255千円 

１年超 15,694千円 

合計 21,950千円 

１年内 8,158千円 

１年超 18,755千円 

合計 26,914千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 6,813千円 

減価償却費相当額 5,612千円 

支払利息相当額 651千円 

支払リース料 5,464千円 

減価償却費相当額 3,652千円 

支払利息相当額 500千円 

支払リース料 12,384千円 

減価償却費相当額 10,835千円 

支払利息相当額 1,180千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同  左 同  左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同  左 同  左 



（有価証券関係） 

  

  

前中間連結会計期間末（平成18年9月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当中間連結会計期間において、その他有価証券で非上場株式について14,950千円減損処理を行っております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落し 

    た場合に、実質価額の回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っております。   

  

当中間連結会計期間末（平成19年9月30日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

    前連結会計年度末（平成19年3月31日現在） 

時価評価されていない主な有価証券の内容 

 (注）  当連結会計年度において、その他有価証券で非上場株式について14,950千円減損処理を行っております。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、当連結会計年度末における実質価額が取得原価に比べ50％以上下落し  

    た場合に、実質価額の回復可能性等を考慮して必要と認められる額について減損処理を行っております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年9月30日現在） 

 該当事項はありません。 

なお、為替予約取引につきましては、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いております。 

当中間連結会計期間末（平成19年9月30日現在） 

 該当事項はありません。 

なお、為替予約取引ならびに金利スワップ取引につきましては、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象

から除いております。 

前連結会計年度末（平成19年3月31日現在） 

 該当事項はありません。 

なお、為替予約取引ならびに金利スワップ取引につきましては、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象

から除いております。 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 29,450 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 199,670 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 147,523 



 (ストック・オプション等関係) 

 前中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日） 

  前中間連結会計期間に付与したストック・オプションはありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日） 

1. ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費       21百万円             

  

2. 当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

（注）権利行使価格につきましては、平成19年9月30日現在の価格を記載しております。 

  

  

前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

1．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

(注)株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について   

は、株式数に換算して記載しております。 

①ストック・オプションの数 

  平成19年度ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社の取締役 2名、当社の監査役 3名  

当社の従業員 52名  

当社子会社の取締役 1名、当社子会社の従業員 22名  

株式の種類別のストック・オプションの付与数 普通株式 1,500株  

付与日  平成19年7月11日 

権利確定条件 
付与日（平成19年7月11日）以降、権利確定日（平成21年7月10日）

まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間  － 

権利行使期間  平成21年7月11日～平成29年6月24日 

権利行使価格（円） 250,638 

付与日における公正な評価単価（円）  113,696 

 
第１回新株予約権 

(平成１４年ストック・オプション)  

第２回新株予約権 
(平成１５年ストック・オプション)  

第３回新株予約権 
(平成１６年ストック・オプション)  

付与対象者の区分及び数 

①当社取締役      2名  

 ②当社及び子会社の従業員17名 

 ③当社監査役      3名 

 ④当社顧問       1名 

 ⑤当社への取締役派遣企業１社  

①当社取締役      2名  

 ②当社の従業員     19名 

 ③当社監査役      3名 

 ④当社顧問       1名 

  

①当社取締役      2名  

 ②当社の従業員     36名 

 ③当社監査役      4名 

  

  

株式の種類別のストック・

オプション数(注) 
普通株式 3,000株 普通株式 900株 普通株式 1,000株 

付与日 平成14年7月22日 平成15年6月23日 平成16年11月29日 

権利確定条件 

 当社又は当社子会社の取締

役、監査役又は従業員であ

ること。(但し、任期満了

により退任した取締役、監

査役は権利行使資格を喪失

しない) 

     同左       同左 

対象勤務期間 
 平成14年7月22日から 

  平成16年7月26日まで 

 平成15年6月23日から 

  平成17年7月26日まで 

 平成16年11月29日から 

  平成18年7月25日まで 

権利行使期間 
 平成16年7月26日から 

  平成24年7月22日まで 

 平成17年7月26日から  

  平成24年7月25日まで 

 平成18年7月26日から  

  平成26年6月27日まで 



②単価情報 

 
第１回新株予約権 

(平成14年ストック・オプション)   

第２回新株予約権 
(平成15年ストック・オプション)   

第３回新株予約権 
(平成16年ストック・オプション)   

権利確定前      （株）       

前連結会計年度末 － － 871 

付与 － － － 

失効 － － － 

権利確定 － － 871 

未確定残 － － － 

権利確定後      （株）       

前連結会計年度末 1,017 681 － 

権利確定 － － 871 

権利行使 444 － 100 

失効 － 90 5 

未行使残 573 591 766 

 
第１回新株予約権 

(平成14年ストック・オプション)   

第２回新株予約権 
(平成15年ストック・オプション)   

第３回新株予約権 
(平成16年ストック・オプション)   

権利行使価格      （円） 66,667 277,436 195,391 

行使時平均株価     （円） 236,454 219,279 － 

公正な評価単価（付与日）（円） － － － 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

 当社グループは風力発電事業者として同一セグメントに属する風力発電機器の販売、風力発電による売電事業

を行っており、当該事業以外に事業の種類がないため該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自平成19年4月1日 至平成19年9月30日） 

 (注)  1.前第4四半期において風力発電所(連結子会社)の稼動開始が相次ぎ、当社グループにおける売電事業の 

     収支報告の必要性が高まってきたために、前連結会計年度より事業の種類別セグメント情報を作成して 

     おります。なお、前中間連結会計期間における各事業の実績は次のとおりです。 

   2.事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。      

   3.各区分の主な事業内容 

   (1)風力発電所開発事業・・・・風力発電機等の輸入販売、風力発電所の開発業務受託 

   (2)売電事業     ・・・・風力発電所による電力会社への売電 

  

前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

 
風力発電所 
開発事業 
（千円） 

売電事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円）  

Ⅰ．売上高及び営業損益          

売上高           

(1）外部顧客に対する

売上高 
6,307,330 915,349 7,222,679 － 7,222,679 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

114,220 － 114,220 △114,220 － 

計 6,421,550 915,349 7,336,900 △114,220 7,222,679 

営業費用 5,680,808 955,658 6,636,467 △68,691 6,567,776 

営業利益又は 

営業損失（△） 
740,741 △40,309 700,432 △45,529 654,902 

 風力発電所開発事業 

 売上高 1,044,498 千円 

 営業利益 △65,821 千円 

 売電事業 

 売上高 620,421 千円 

 営業利益 △88,197 千円 

 
風力発電所 
開発事業 
（千円） 

売電事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結 
（千円）  

Ⅰ．売上高及び営業損益          

売上高           

(1）外部顧客に対する

売上高 
6,403,441 1,691,266 8,094,708 － 8,094,708 

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

507,076 － 507,076 △507,076 － 

計 6,910,518 1,691,266 8,601,784 △507,076 8,094,708 

営業費用 5,851,185 1,643,915 7,495,101 △174,472 7,320,628 

営業利益 1,059,332 47,351 1,106,683 △332,604 774,079 



 (注)  1.当第4四半期において風力発電所(連結子会社)の稼動開始が相次ぎ、当社グループにおける売電事業の 

     収支報告の必要性が高まってきたために、当連結会計年度より事業の種類別セグメント情報を作成して 

     おります。なお、前連結会計年度における各事業の実績は次のとおりです。 

  

   2.事業の区分は内部管理上採用している区分によっております。 

   3.各区分の主な事業内容 

   (1)風力発電所開発事業・・・・風力発電機の輸入販売、風力発電所の開発業務受託 

   (2)売電事業     ・・・・風力発電所による電力会社への売電 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

欧州・・・イギリス、ドイツ 

当中間連結会計期間（自平成19年4月1日 至平成19年9月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

欧州・・・イギリス、ドイツ 

 風力発電所開発事業 

 売上高 6,787,361 千円 

 営業利益 811,655 千円 

 売電事業 

 売上高 1,485,618 千円 

 営業利益 350,452 千円 

  日本（千円） 欧州（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 1,463,163 52,023 1,515,186 － 1,515,186 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 1,463,163 52,023 1,515,186 － 1,515,186 

営業費用 1,663,096 62,608 1,725,704 － 1,725,704 

営業損失 △199,933 △10,584 △210,518 － △210,518 

  日本（千円） 欧州（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 7,170,123 52,555 7,222,679 － 7,222,679 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 7,170,123 52,555 7,222,679 － 7,222,679 

営業費用 6,488,964 78,812 6,567,776 － 6,567,776 

営業利益又は営業損失（△） 681,159 △26,257 654,902 － 654,902 



前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

欧州・・・イギリス、ドイツ 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年4月1日 至平成18年9月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間（自平成19年4月1日 至平成19年9月30日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

前連結会計年度（自平成18年4月1日 至平成19年3月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 

  

（注）風力発電機の売買（所有権移転）場所は海外となりますが、販売先が本邦企業である場合は、国内売上

とし、海外売上高に含めておりません。 

（１株当たり情報） 

  日本（千円） 欧州（千円） 計（千円） 
消去又は全社 
（千円） 

連結（千円） 

売上高          

(1）外部顧客に対する売上高 7,942,702 152,005 8,094,708 － 8,094,708 

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高 
－ － － － － 

計 7,942,702 152,005 8,094,708 － 8,094,708 

営業費用 7,170,231 150,396 7,320,628 － 7,320,628 

営業利益 772,470 1,608 774,079 － 774,079 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年4月4日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

             71,664円89銭                    77,010円53銭       76,359円49銭 

１株当たり中間純損失金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

               2,332円54銭                     1,689円22銭          2,614円74銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間

純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

         1,679円54銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額 

         2,596円00銭 



 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前中間連結会計期間 
(自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日) 

 １株当たり中間(当期)純利益金額 

 又は中間純損失金額 
     

中間純損失（△）又は中間（当期） 

純利益 

（千円） 

△227,849 165,873 255,742 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

又は中間純損失（△）（千円） 
△227,849 165,873 255,742 

期中平均株式数（株） 97,683 98,207 97,808 

 潜在株式調整後１株当たり中間 

 （当期）純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － 563 706 

（うち新株予約権） (－) (563) (706) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益の算

定に含めなかった潜在株式の概要 

①平成14年7月22日付臨

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

972株 

②平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

639株 

③平成16年6月28日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

826株 

①平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

591株 

②平成19年6月25日付定

時株主総会決議による

会社法に基づく新株予

約権の目的となる株式

の数 

1,500株 

  

①平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

591株 

  



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間  
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年9月1日 
至 平成19年3月31日）

    ＿＿＿＿          連結子会社である二又風力開発株式会社は決算日後において、設備

資金として下記の通りの借入を実施しております。 

＿＿＿＿       

    

(1)借入先の名称  

(2)資金使途     

(3)借入金額       ① 

                   ② 

                      ③ 

(4)借入金利           ① 

                      ② 

                      ③ 

(5)返済方法         

(6)借入日 

(7)返済期限          ① 

            ② 

            ③ 

(8)担保提供資産または 

保証の内容 

  

(1)借入先の名称 

(2)資金使途 

(3)借入金額 

(4)借入金利  

(5)返済方法 

(6)借入日 

(7)返済期限 

(8)担保提供資産または 

保証の内容 

  

(1)借入先の名称 

(2)資金使途 

(3)借入金額           ① 

                      ② 

(4)借入金利           ① 

                      ② 

(5)返済方法  

(6)借入日 

(7)返済期限            

(8)担保提供資産または 

保証の内容   

  

  

株式会社三菱東京UFJ銀行 

設備資金 

1,688,000千円 

735,600千円 

113,200千円 

年2.875% 

年2.375% 

年2.875% 

期限一括 

平成19年10月23日 

平成20年6月30日 

平成20年5月30日 

平成20年8月29日 

担保:該当事項はありません 

保証:当社 

  

農林中央金庫（当社より転借） 

設備資金 

1,902,600千円 

年2.675%  

期限一括 

平成19年10月26日  

平成19年12月28日 

該当事項はありません 

  

  

商工中金 

設備資金 

1,027,000千円 

 241,400千円 

 年2.125% 

 年2.125% 

期限一括 

平成19年10月26日 

平成20年8月29日 

担保:該当事項はありません 

保証:当社 

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間  
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年9月1日 
至 平成19年3月31日）

  (1)借入先の名称 

(2)資金使途 

(3)借入金額       

(4)借入金利            

(5)返済方法 

  

  

  

東京リース株式会社 

設備資金  

 317,100千円 

 3ヶ月TIBOR+1.70% 

 平成20年5月31日を第1回目として

91,950千円、平成20年6月30日を第2回

目として211,00千円、最終返済期日に

14,150千円を返済 

 

  (6)借入日 

(7)返済期限            

(8)担保提供資産または 

保証の内容 

  

(1)借入先の名称 

(2)資金使途 

(3)借入金額           ① 

                      ② 

                      ③ 

(4)借入金利           ①

                      ② 

                      ③ 

(5)返済方法 

(6)借入日 

(7)返済期限           ① 

                      ③ 

                      ② 

(8)担保提供資産または 

保証の内容 

  

平成19年10月26日  

平成20年8月29日 

担保:該当事項はありません 

保証:当社 

  

三菱UFJリース株式会社 

設備資金 

 211,000千円 

  91,950千円 

 14,150千円 

6ヶ月TIBOR+1.70% 

6ヶ月TIBOR+1.70% 

6ヶ月TIBOR+2.00% 

期限一括 

平成19年11月6日 

平成20年6月30日  

平成20年6月2日   

平成21年8月31日 

担保:該当事項はありません 

保証:当社 

  

  

   2.子会社の吸収合併     

   当社は平成19年11月13日に開催した取締役会において、平成20年1

月1日を効力発生日として、当社の100%子会社である琴浦ウィンドフ

ァーム株式会社を吸収合併することを決議いたしました。 

  

  (1)合併の目的     

   当社は、「自然エネルギーの開発＆販売業者」を目指しており、今

後高付加価値な電力の販売に注力して参ります。新エネルギーによ

る電力の販売には新エネルギー等電気相当量（以下、「RPS」といい

ます。）の販売を伴いますが、当社がRPSの販売を開始するにあたっ

ては、電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法

施行規則（平成14年12月6日経済産業省令第119号）により、当社が

新エネルギー等発電業者であることが条件として定められておりま

す。 

 現在、当社グループの発電事業会社は、全社新エネルギー等発電

業者ですが、当社自体は、風力発電所開発業者であって新エネルギ

ー等発電業者ではないところ、今後、当社がRPSの販売を開始するた

めには、当社自身が風力発電所を所有し、新エネルギー等発電業者

となる必要があります。そこで、当社の100％子会社であって、風力

発電所を所有し、新エネルギー等発電業者である琴浦ウィンドファ

ーム株式会社を吸収合併することと致しました。 

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間連結会計期間  
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年9月1日 
至 平成19年3月31日）

  (2)合併する相手会社 琴浦ウィンドファーム株式会社   

  (3)合併の方法     

    当社を吸収合併存続会社とし、琴浦ウィンドファーム株式会社

を吸収合併消滅会社とする吸収合併の方法によります。 

  

  (4)合併後の会社の名称 日本風力開発株式会社   

  (5)合併の内容     

    当社は琴浦ウィンドファーム株式会社の発行済株式の100%を保

有しているため、合併に際して新株式を発行せず、新株式の割当て

は行いません。 

  

  (6)相手会社の主な事業の内容、規模(平成19年3月期)   

   (主な事業の内容)  風力発電による電力の販売   

   (売上高)  17百万円   

   (当期利益)  △29百万円   

   (資本金の額)  50百万円   

   (純資産の額)  14百万円   

   (総資産の額)  4,360百万円   

  (7)合併の時期(効力発生日)

  

 平成20年1月1日 

  

  

  3.重要な新株の発行     

              平成19年11月15日に、第三者割当の方法による株式の発行を決定

し、平成19年11月30日に払込完了いたしました。 

     

  (1)募集等の方法  

(2)発行する株式の種類   

(3)発行する株式の数  

(4)発行価額        

(5)発行総額 

(6)発行価額のうち資本 

 へ組入れる額 

(7)払込期日 

(8)新株の配当起算日 

(9)資金の使途  

第三者割当 

普通株式 

12,590株 

1株につき223,000円     

2,807,570千円  

1株につき111,500円 

平成19年11月30日 

平成19年10月1日 

二又風力開発株式会社で建設中の蓄電

池併設型風力発電所の設備資金  

  



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 

  



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金   3,342,289     658,904     1,299,261    

２．売掛金   41,546     6,111,333     946,927    

３．たな卸資産   136,514     210,578     140,859    

４．短期貸付金   2,203,991     4,969,939     4,386,739    

５．未収入金   85,013     74,365     306,721    

６．その他 ※４ 234,462     420,749     1,091,115    

流動資産合計     6,043,817 64.5   12,445,871 66.4   8,171,624 58.3 

Ⅱ 固定資産                    

(1）有形固定資産 ※１                  

１．建物   6,248     5,810     6,029    

２．機械及び装置   49,311     51,040     52,483    

３．工具、器具及び
備品   775     549     643    

４．その他   －     708     －    

有形固定資産合計   56,335     58,108     59,155    

(2）無形固定資産   12,743     9,393     10,266    

(3）投資その他の資産                    

１．投資有価証券 ※２ 29,450     152,450     114,450    

２．関係会社株式 ※２ 1,318,551     2,128,332     1,915,551    

３．長期貸付金 ※２ 1,850,763     3,859,266     3,664,763    

４．その他   61,121     103,585     78,604    

５．貸倒引当金   －     △9,000     △9,000    

投資その他の資産
合計   3,259,886     6,234,634     5,764,369    

固定資産合計     3,328,965 35.5   6,302,136 33.6   5,833,791 41.7 

資産合計     9,372,783 100.0   18,748,007 100.0   14,005,415 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年9月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年9月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   200,244     776,412     966,420    

２．短期借入金   1,600,000     9,038,965     4,456,184    

３．未払法人税等   11,120     349,798     311,753    

４．その他   80,476     21,089     76,026    

流動負債合計     1,891,841 20.2   10,186,265 54.3   5,810,383 41.5 

負債合計     1,891,841 20.2   10,186,265 54.3   5,810,383 41.5 

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １．資本金     3,294,205 35.1   3,314,467 17.7   3,313,367 23.6

 ２．資本剰余金                    

(１)資本準備金   3,170,075     3,190,337     3,189,237    

資本剰余金合計     3,170,075 33.8   3,190,337 17.0   3,189,237 22.8 

 ３．利益剰余金                    

 (１)その他利益剰余金                    

 繰越利益剰余金   1,016,660     2,029,724     1,692,426    

利益剰余金合計     1,016,660 10.9   2,029,724 10.8   1,692,426 12.1 

株主資本合計     7,480,941 79.8   8,534,529 45.5   8,195,031 58.5 

Ⅱ 評価・換算差額                    

繰延ヘッジ損益     － －   5,887 0.0   － － 

評価・換算差額等合
計     － －   5,887 0.0   － － 

Ⅲ 新株予約権     － －   21,325 0.2   － － 

純資産合計     7,480,941 79.8   8,561,742 45.7   8,195,031 58.5 

負債・純資産合計     9,372,783 100.0   18,748,007 100.0   14,005,415 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※５   1,044,498 100.0   6,421,550 100.0   6,910,518 100.0 

Ⅱ 売上原価     877,250 84.0   5,347,339 83.3   5,355,956 77.5 

売上総利益     167,247 16.0   1,074,210 16.7   1,554,561 22.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     233,069 22.3   333,469 5.2   495,228 7.2 

営業利益又は営業
損失（△）     △65,821 △6.3   740,741 11.5   1,059,332 15.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１   76,170 7.3   164,722 2.5   167,998 2.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２   23,271 2.2   72,198 1.1   62,706 0.9 

経常利益又は経常
損失（△）     △12,922 △1.2   833,266 12.9   1,164,624 16.8 

Ⅵ 特別利益     － －   25 0.0   － － 

Ⅶ 特別損失 ※３   14,950 1.4   7,946 0.1   38,542 0.5 

税引前中間（当
期）純利益又は中
間純損失（△） 

    △27,872 △2.6   825,345 12.8   1,126,081 16.3 

法人税、住民税及
び事業税   2,590     337,918     487,197    

法人税等調整額   △4,659 △2,069 △0.2 2,840 340,758 5.3 △11,079 476,118 6.9 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    △25,802 △2.4   484,586 7.5   649,963 9.4 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

 前中間会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日）                  

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
  

資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(千円) 3,288,797 3,164,667 1,188,935 7,642,400 7,642,400 

中間会計期間中の変動額     

新株の発行 5,407 5,407 10,815 10,815 

剰余金の配当   △146,472 △146,472 △146,472 

中間純損失   △25,802 △25,802 △25,802 

中間会計期間中の変動額合計(千
円) 

5,407 5,407 △172,274 △161,459 △161,459 

平成18年9月30日残高(千円) 3,294,205 3,170,075 1,016,660 7,480,941 7,480,941 



 当中間会計期間（自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日）                  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
  

資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成19年3月31日残高(千円) 3,313,367 3,189,237 1,692,426 8,195,031 

中間会計期間中の変動額合計     

新株の発行 1,100 1,099 2,200 

剰余金の配当   △147,288 △147,288 

中間純利益   484,586 484,586 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

    

中間会計期間中の変動額合計(千
円) 

1,100 1,099 337,298 339,498 

平成19年9月30日残高(千円) 3,314,467 3,190,337 2,029,724 8,534,529 

 

評価・換算 
差額等   

新株予約権  
純資産 
合計  繰延  

 ヘッジ損益 

平成19年3月31日残高 
（千円） 

－ － 8,195,031 

中間会計期間中の変動額   

新株の発行   2,200 

剰余金の配当   △147,288 

中間純利益   484,586 

株主資本以外の項目の中間会計期
間中の変動額（純額） 

5,887 21,325 27,212 

中間会計期間中の変動額合計（千
円） 

5,887 21,325 366,711 

平成19年9月30日残高 
（千円） 

5,887 21,325 8,561,742 



 前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）                 

 

株主資本 

純資産合計 
資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本合計 
  

資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金

平成18年3月31日残高(千円) 3,288,797 3,164,667 1,188,935 7,642,400 7,642,400 

事業年度中の変動額     

新株の発行 24,569 24,569 49,139 49,139 

剰余金の配当   △146,472 △146,472 △146,472 

当期純利益   649,963 649,963 649,963 

事業年度中の変動額合計(千円) 24,569 24,569 503,491 552,630 552,630 

平成19年3月31日残高(千円) 3,313,367 3,189,237 1,692,426 8,195,031 8,195,031 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

1.資産の評価基準及び評価方法 (1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

(1）有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

  時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 (2）たな卸資産 

  貯蔵品 貯蔵品 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価

法 

同左 同左 

  商品 商品 商品 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  未成工事支出金 未成工事支出金 未成工事支出金 

  個別法による原価法 同左 同左 

2.固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。 

建物 15年

機械及び装置 ４年

(1）有形固定資産 

 平成19年3月31日以前に取得し

た有形固定資産は、旧定額法によ

っております。 

 平成19年4月1日以後に取得した

有形固定資産については定額法に

よっております。 

 ただし、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産につ

いては、3年間均等償却によって

おります。 

 なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。 

建物 15年

機械及び装置 ４年

(1）有形固定資産 

定額法によっております。 

 なお、取得価額10万円以上20

万円未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却によ

っております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。 

建物 15年

機械及び装置 ４年

     
  (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 

   定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（自社利

用分）については、社内の利用

可能期間（５年）に基づく定額

法を採用しております。 

同左 

  

同左  

3.引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

同左 同左 

4.リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

5.ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっており

ます。為替変動リスクのヘッジ

については振当処理を採用して

おります。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

   為替予約をヘッジ手段とし、

外貨建ての輸入予定取引をヘッ

ジ対象としております。 

同左 同左 

  (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 

   外貨建て輸入予定取引の為替

変動リスクをヘッジするため

に、為替予約を利用することと

し、ヘッジ手段である為替予約

は、ヘッジ対象である外貨建て

の輸入予定取引の範囲内で行な

うこととしております。 

同左 同左 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

   ヘッジ手段がヘッジ対象であ

る予定取引の重要な条件とほぼ

同一であり、ヘッジ開始時、及

びその後も継続して相場変動を

完全に相殺するものであると想

定できるため、ヘッジの有効性

の判定を省略しております。 

同左 同左 

6.その他中間財務諸表（財務諸

表）作成のための基本となる重

要な事項 

(1)消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処

理方法は、税抜方式によっており

ます。 

(1)消費税等の処理方法 

同左 

(1)消費税等の処理方法 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 

  至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 

  至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 

  至 平成19年3月31日） 

 (貸借対照表の純資産の部の表示に関する  

 会計基準) 

 当中間会計期間より「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第5号 平成17年12月9日）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 

平成17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

7,480,941千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

―――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関する 

会計基準) 

 当事業年度より「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準第

5号 平成17年12月9日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成

17年12月9日）を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は、

8,195,031千円であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事

業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

―――-   (有形固定資産の減価償却方法の変更） 

 当中間会計期間より、法人税法の改正に伴

い、平成19年4月1日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法の規定に

基づく減価償却の方法に変更しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。 

―――― 

―――― (ストック・オプション等に関する会計基準） 

 当中間会計期間より、「ストック・オプシ

ョン等に関する会計基準」（企業会計基準第8

号 平成17年12月27日）及び「ストック・オ

プション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号 平成18年5月

31日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。 

―――― 



追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 

  至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 

  至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 

  至 平成19年3月31日） 

――――  当中間会計期間より法人税法の改正に伴

い、平成19年3月31日以前に取得した有形固

定資産のうち、償却可能限度額まで償却が終

了しているもについては、残存簿価と備忘価

額との差額を5年間にわたり均等償却し、減

価償却費に含めて計上しております。 

 これによる損益に与える影響は軽微であり

ます。    

―――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年9月30日） 

前事業年度末 
（平成19年3月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

50,395千円 68,712千円 59,323千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

    関係会社等の借入金に対して下記資産

を担保に供しております。 

投資有価証券 19,900千円 

関係会社株式 809,000千円 

長期貸付金 1,804,438千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

    関係会社等の借入金に対して下記資産

を担保に供しております。 

投資有価証券 19,900千円 

関係会社株式 1,609,000千円 

長期貸付金 3,754,941千円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

    関係会社等の借入金に対して下記資産

を担保に供しております。 

投資有価証券 19,900千円 

関係会社株式 1,609,000千円 

長期貸付金 3,618,438千円 

３ 偶発債務 ３ 偶発債務 ３ 偶発債務 

保証債務 保証債務 保証債務 

 次の関係会社について、金融機関

からの借入に対し債務保証を行って

おります。 

 次の関係会社について、金融機関

からの借入に対し債務保証を行って

おります。 

 次の関係会社について、金融機関

からの借入に対し債務保証を行って

おります。 

保証先 金額(千円) 内容 

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱ 

168,900 借入債務 

銚子風力開発㈱ 2,825,597 借入債務 

大山ウィンドフ
ァーム㈱ 

2,127,420 借入債務 

肥前風力発電㈱ 2,834,004 借入債務 

六ヶ所村風力開
発㈱ 

3,992,552 借入債務 

珠洲風力開発㈱ 1,033,420 借入債務 

渥美風力開発㈱ 863,760 借入債務 

琴浦ウィンドフ
ァーム㈱ 

1,355,900 借入債務 

MJウィンドパワ
ー市原㈱ 

180,978 借入債務 

計 15,382,531 － 

保証先 金額(千円) 内容 

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱ 

152,300 借入債務 

銚子風力開発㈱ 2,375,918 借入債務 

大山ウィンドフ
ァーム㈱ 

2,817,860 借入債務 

肥前風力発電㈱ 3,509,504 借入債務 

六ヶ所村風力開
発㈱ 

3,706,193 借入債務 

珠洲風力開発㈱ 4,492,218 借入債務 

渥美風力開発㈱ 1,860,950 借入債務 

琴浦ウィンドフ
ァーム㈱ 

2,866,700 借入債務 

MJウィンドパワ
ー市原㈱ 

170,916 借入債務 

二又風力開発㈱ 3,674,721 借入債務 

鴨川風力開発㈱ 283,070 借入債務 

平生風力開発㈱ 542,394 借入債務 

計 26,452,745 － 

保証先 金額(千円) 内容 

銚子屏風ヶ浦風
力開発㈱ 

160,700 借入債務 

銚子風力開発㈱ 2,487,750 借入債務 

大山ウィンドフ
ァーム㈱ 

3,153,060 借入債務 

肥前風力発電㈱ 3,849,804 借入債務 

六ヶ所村風力開
発㈱ 

3,849,856 借入債務 

珠洲風力開発㈱ 3,577,948 借入債務 

渥美風力開発㈱ 2,347,680 借入債務 

琴浦ウィンドフ
ァーム㈱ 

3,397,700 借入債務 

MJウィンドパワ
ー市原㈱ 

175,981 借入債務 

二又風力開発㈱ 4,828,255 借入債務 

鴨川風力開発㈱ 467,570 借入債務 

平生風力開発㈱ 758,654 借入債務 

計 29,054,959 － 

※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い ※４ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等は、

相殺のうえ、金額的重要性が乏しいた

め、流動資産の「その他」に含めて表

示しております。 

 同左 ―――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 70,953千円 受取利息 154,635千円 受取利息 162,919千円 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 12,231千円 

ＩＲ関連費用 10,092千円 

支払利息 63,467千円 

ＩＲ関連費用 8,665千円 

支払利息 35,909千円 

ＩＲ関連費用 14,731千円 

※３ 特別損失のうち主要なもの    ※３ 特別損失のうち主要なもの    ※３ 特別損失のうち主要なもの 

投資有価証券評価損 14,950千円 プロジェクト整理損

失 
7,290千円 

投資有価証券評価損 14,950千円 

関係会社株式評価損 12,999千円 

貸倒引当金繰入額 9,000千円 

 ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額  ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 8,168千円 

無形固定資産 2,411千円 

有形固定資産 10,114千円 

無形固定資産 2,623千円 

有形固定資産 17,096千円 

無形固定資産 4,888千円 

※５ 当社の売上高は、通常の営業形態とし

て、下半期に風力発電機の販売が集中

するため、事業年度の上半期と下半期

の売上高との間に著しい相違があり、

上半期と下半期の業績に季節的変動が

あります。 

※５          ―――― ※５      ―――― 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

中間期末
残高相当
額 
（千円） 

工具、器
具及び備
品 

28,212 25,417 2,795 

合計 28,212 25,417 2,795 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
（千円）

中間期末
残高相当
額 
（千円）

工具、器具
及び備品 

5,670 2,795 2,874 

合計 5,670 2,795 2,874 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

工具、器
具及び備
品 

22,443 18,175 4,267 

合計 22,443 18,175 4,267 

(2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料中間期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 4,565千円 

１年超 1,372千円 

合計 5,937千円 

１年内 1,104千円 

１年超 2,831千円 

合計 3,936千円 

１年内 2,926千円 

１年超 3,387千円 

合計 6,314千円 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支

払利息相当額 

支払リース料 3,804千円 

減価償却費相当額 1,803千円 

支払利息相当額 120千円 

支払リース料 2,455千円 

減価償却費相当額 1,392千円 

支払利息相当額 77千円 

支払リース料 6,367千円 

減価償却費相当額 3,217千円 

支払利息相当額 179千円 

(4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 (4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

同  左 同  左 

(5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 (5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相

当額との差額を利息相当額とし、各期への

配分方法については、利息法によっており

ます。 

同  左 同  左 



（１株当たり情報） 

  

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額又は中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

               76,544円68銭                    87,164円60銭               83,459円26銭 

１株当たり中間純損失金額 １株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

         264円15銭             4,934円94銭         6,645円30銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額については、１株当たり中間

純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

          4,906円81銭 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益

金額          

          6,597円68銭 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年4月1日 
至 平成18年9月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年4月1日 
至 平成19年9月30日)

前事業年度 
(自 平成18年4月1日 
至 平成19年3月31日) 

 １株当たり中間（当期）純利益又は 

 中間純損失金額 
     

中間（当期）純利益又は純損失（△）

（千円） 
△25,802 484,586 649,963 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益又

は中間純損失（△）（千円） 
△25,802 484,586 649,963 

期中平均株式数（株） 97,683 98,207 97,808 

 潜在株式調整後１株当たり中間 

 （当期）純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） － 563 706 

（うち新株予約権） (－) (563) (706) 

 希薄化効果を有しないため、潜在株式 

 調整後１株当たり中間（当期）純利益 

 の算定に含めなかった潜在株式の概要 

①平成14年7月22日付臨

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

972株 

 ②平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

639株 

③平成16年6月28日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

826株 

①平成15年6月23日付臨

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

591株 

 ②平成19年6月25日付定

時株主総会決議による

会社法に基づく新株予

約権の目的となる株式

の数 

1,500株 

  

 ①平成15年6月23日付定

時株主総会決議による

旧商法第280条ノ20及

び第280条ノ21の規定

に基づく新株予約権の

目的となる株式の数 

591株 

  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 

至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間  

（自 平成19年4月1日 

至 平成19年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年4月1日 

至 平成19年3月31日）

＿＿＿＿  1.多額な資金の借入 ＿＿＿＿ 
    当社は決算日後において、二又風力開発株式会社の設備 

 資金として下記の通りの借入を実施しております。 

 

  (1)借入先の名称 農林中央金庫  

  (2)資金使途 二又風力開発株式会社における

設備資金 

 

  (3)借入金額 1,902,600千円  

  (4)借入金利 年2.675%  

  (5)返済方法 期限一括  

  (6)借入日 平成19年10月26日  

  (7)返済期限 平成19年12月28日  

  (8)担保提供資産または 

保証の内容 

該当事項はありません。 

  

 

    

 2.債務保証 

 二又風力開発株式会社の設備資金としての金融機関からの借

入金に対して、平成19年10月9日の取締役会決議に基づき、当

社は総額4,439,400千円債務保証を行っております。債務保証

の内容については、中間連結財務諸表等の重要な後発事象の

「1.多額な資金の借入」に記載のとおりです。 

  

 

   3.子会社の吸収合併  

   当社は平成19年11月13日に開催した取締役会において、平成

20年1月1日を効力発生日として、当社の100%子会社である琴

浦ウィンドファーム株式会社を吸収合併することを決議いた

しました。 

 

  (1)合併の目的  

   当社は、「自然エネルギーの開発＆販売業者」を目指してお

り、今後高付加価値な電力の販売に注力して参ります。新エ

ネルギーによる電力の販売には新エネルギー等電気相当量

（以下、「RPS」といいます。）の販売を伴いますが、当社が

RPSの販売を開始するにあたっては、電気事業者による新エネ

ルギー等の利用に関する特別措置法施行規則（平成14年12月6

日経済産業省令第119号）により、当社が新エネルギー等発電

業者であることが条件として定められております。 

 現在、当社グループの発電事業会社は、全社新エネルギー

等発電業者ですが、当社自体は、風力発電所開発業者であっ

て新エネルギー等発電業者ではないところ、今後、当社がRPS

の販売を開始するためには、当社自身が風力発電所を所有

し、新エネルギー等発電業者となる必要があります。そこ

で、当社の100％子会社であって、風力発電所を所有し、新エ

ネルギー等発電業者である琴浦ウィンドファーム株式会社を

吸収合併することと致しました。 

 

  (2)合併する相手会社 琴浦ウインドファーム株式会社  

  (3)合併の方法  

   当社を吸収合併存続会社とし、琴浦ウィンドファーム株式会

社を吸収合併消滅会社とする吸収合併の方法によります。 

 

  (4)合併後の会社の名称  日本風力開発株式会社  

  (5)合併の内容   

   当社は琴浦ウィンドファーム株式会社の発行済株式の100%を

保有しているため、合併に際して新株式を発行せず、新株式

の割当ては行いません。 

 

 



  

前中間会計期間 

（自 平成18年4月1日 

至 平成18年9月30日） 

当中間会計期間  

（自 平成19年4月1日 

至 平成19年9月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年4月1日 

至 平成19年3月31日）

  (6)相手会社の主な事業の内容、規模(平成19年3月期) 

  

 

  (主な事業の内容) 風力発電による電力の販売  

  (売上高) 17百万円  

  (当期利益) △29百万円  

  (資本金の額) 50百万円  

  (純資産の額) 14百万円  

  (総資産の額) 4,360百万円  

  (7)合併の時期(効力発生日) 平成20年1月1日  

       

  4.重要な新株の発行     

              平成19年11月15日に、第三者割当の方法による株式の発行を

決定し、平成19年11月30日に払込完了いたしました。 

     

  (1)募集等の方法  

(2)発行する株式の種類   

(3)発行する株式の数  

(4)発行価額        

(5)発行総額 

(6)発行価額のうち資本へ 

   組入れる額 

(7)払込期日 

(8)新株の配当起算日 

(9)資金の使途  

第三者割当 

普通株式 

12,590株 

1株につき223,000円     

2,807,570千円 

1株につき111,500円 

  

平成19年11月30日 

平成19年10月1日 

二又風力開発株式会社で建設中

の蓄電池併設型風力発電所の設

備資金  

  

      



(2)【その他】 

 該当事項はありません。 

  



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第8期）（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）平成19年6月26日関東財務局長に提出。 

  

（2）臨時報告書 

平成19年7月2日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2（新株予約権の発行）の規定に基づく臨時報告書であり

ます。 

平成19年11月13日関東財務局長に提出。 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第7号の3（子会社吸収合併）の規定に基づく臨時報告書であり 

ます。 

（3）有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年8月13日関東財務局長に提出。 

事業年度（第8期）（自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

（4）臨時報告書の訂正報告書 

平成19年7月11日関東財務局長に提出。 

平成19年7月2日提出の臨時報告書（新株予約権の発行）に係る訂正報告書であります。 

（5）有価証券届出書（第三者割当の方法による新株式発行）及びその添付書類 

平成19年11月15日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

          平成18年12月22日 

日本風力開発 株式会社        

取締役会 御中              

    新日本監査法人    

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山本 和夫 印 

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 出口 賢二 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本風

力開発株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本風力開発株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

          平成19年12月20日 

日本風力開発 株式会社        

取締役会 御中              

    新日本監査法人    

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山本 和夫 印 

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 五木田 明 印 

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大金 陽和 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本風力開発株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年4月1

日から平成19年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本風力開発株式会社及び連結子会社の平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 
  

 追記情報  

 1.重要な後発事象1.に記載されているとおり、連結子会社である二又風力開発株式会社は、設備資金として、平成

19年10月23日から平成19年11月6日にかけて総額6,342,000千円の借入を行った。 

 2.重要な後発事象2.に記載されているとおり、会社は平成19年11月13日開催の取締役会において、琴浦ウィンドフ

ァーム株式会社を吸収合併することを決議した。  

 3.重要な後発事象3.に記載されているとおり、会社は平成19年11月15日開催の取締役会において、第三者割当によ

る新株式の発行を決議し、平成19年11月30日に払込みが、完了されている。  

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

          平成18年12月22日 

日本風力開発 株式会社        

取締役会 御中              

    新日本監査法人    

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山本 和夫 印 

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 出口 賢二 印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本風

力開発株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第８期事業年度の中間会計期間（平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本風力開発株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４

月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

          平成19年12月20日 

日本風力開発 株式会社        

取締役会 御中              

    新日本監査法人    

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 山本 和夫 印 

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 五木田 明 印 

     
指定社員 

業務執行社員 
公認会計士 大金 陽和 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る日本風力開発株式会社の平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第9期事業年度の中間会計期間（平成19年4月1日

から平成19年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動

計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本風力開発株式会社の平成19年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年4月1

日から平成19年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  

 追記情報  

 1.重要な後発事象1.に記載されているとおり、連結子会社である二又風力開発株式会社の設備資金として、会社は

平成19年10月23日に総額1,902,600千円の借入を行った。 

 2.重要な後発事象2.に記載されているとおり、会社は平成19年10月9日開催の取締役会決議に基づき、二又風力開

発株式会社の設備資金の借入先と総額4,439,400千円の債務保証契約を締結している。 

 3.重要な後発事象3.に記載されているとおり、会社は平成19年11月13日開催の取締役会において、琴浦ウィンドフ

ァーム株式会社を吸収合併することを決議した。  

 4.重要な後発事象4.に記載されているとおり、会社は平成19年11月15日開催の取締役会において、第三者割当によ

る新株式の発行を決議し、平成19年11月30日に払込みが、完了されている。  

  
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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